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１．研究会の目的と背景 

１－１ 研究会の背景 

（１）研究会開催の経緯 

令和元年（2019年）6月 17 日に、全宅連内に「業務改善・会員支援プロジェクトチーム」（以下

「PT」）が設置された。 

PT は、将来の人口減少、宅建協会等の会員減少、全宅保証の供託利息減少を見据え、10万会員業

者、40 万従事者の事業基盤を確立するため、現況の業務改善と会員支援に資する仕組みを提言し、

ハトマークグループの発展を目指すことを目的とするものである。 

PT では、8 つの検討項目が掲げられ、そのうちハトマークサイトに関連する検討項目が以下の 2

項目として掲げられた。 

 

●「重要事項説明書、契約書等のマイページ化とワンストップ入力システムと物件情報サイト

の連動、成約情報のストック及び AI 査定」 
●「ハトマークサイトの現状分析を踏まえ、将来的にも持続可能な新たなサイト構築の検討」 

 

一方、PTでは、多岐にわたる検討項目を限られた期間で検討するのが困難なため、上記 2項目は、

全宅連不動産総合研究所内に別途設置する検討会で、令和元年度から令和 2年度にかけて検討を行

うこととされた。 

そうした経緯で設置されたのが、「ハトマークサイト等流通システムのあり方検討会」である。 

なお、本検討会は、大きく 2期に分けて検討することとされた。 

まず、令和元年度をフェーズ 1 として、ハトマークサイト、民間ポータル、不動産流通機構等、

不動産情報の流通システムに係る検討の基礎資料の収集等に充てることとし、続く令和 2年度をフ

ェーズ 2として、外部有識者等を交えた検討を行い、その成果もって理事会に報告することとされ

た。 

本報告書は、フェーズ２に位置付けられるものである。 

 

（２）昨年度研究会で抽出された課題 

昨年度の研究会での議論を通して、「運用面の課題」「利用面の課題」「機能面の課題」に分け

て、下記の課題が抽出された。 

 

（1）運用面の課題 
■宅建協会ごとに参加方式が異なるため、全国統一的な運用ができない 
■サイト名称が全国統一されていない 
■宅建協会ごとに、傘下会員業者に対する利用促進に温度差がある 
■宅建協会ごとに、消費者に対する周知啓発に温度差がある 
■費用対効果が低いと評価されている 
■広告費が民間ポータルサイトには圧倒的に劣る 
■全宅連及び宅建協会における会員への利用促進、消費者への周知啓発が不十分である 
 
 



 

 2 

（2）利用面の課題 
■ページビュー数が少ないと評価されている 
■利用者数が少ないと評価されている 
■物件数が少ないと評価されている 
■反響が獲得できないと評価されている 
■アットホーム利用会員（ATBB）からの物件情報に依存している 
 
（3）機能面の課題 
■限られた予算のなかで継続的な機能向上を行う必要がある 
■不動産物件情報ポータルの運営会社がサイト運営を行っている 
■莫大な資金力をもつ民間ポータルサイトと常に比較される 
■ハトマークサイト以外からもレインズに登録できる 
■平成 26 年（2014 年）に開設した BtoB サイトの物件数は増加傾向にあるが、機能向上の余地があ

る 

 

また、フェーズ２（本年度研究会）に向けた検討結果として、下記のように整理された。 

 

（3）フェーズ 2 に向けた検討結果の整理 
フェーズ 1 の検討結果等を踏まえた、フェーズ 2 で必ず検討すべき論点 
【論点 1】ハトマークサイト運営費の削減 
【論点 2】ハトマークサイト及びその周辺施策の検討 
フェーズ 1 の検討内容を踏まえ、具体的な検討結果及び取り組むべき課題を以下のとおり整理した。 
■予算投下には限界がある 
■コストダウンが喫緊の課題 
■宅建協会と全宅連の相互協力が成功のカギ 
■全国統一運営の難しさ 
■成熟期に入った物件情報サイト 
■IT 化支援による会員の業域確保 
■物件情報サイト周辺施策との‘横連携’ 
■これまでの検討成果を活かして次のステージに 
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１－２ 本研究会の目的 

本年度では、昨年度に整理された課題及び検討項目を踏まえ、ハトマークサイト運営費の削減の

可能性について検討を行った上で、下記の２点について意思決定を行う。 

●経営資源の有効活用を踏まえ、他システム会社を含めた選定の見直しを行うことの可否につい

て 

●物件情報連動システム構築の可否について 

上記意思決定の内容を踏まえて、下図に示すＷeb書式作成システムを骨幹とした、物件情報連動

システムの在り方や蓄積された情報の提供のあり方について検討を行っていく。 

 

 

 

 

 

＜ＷＥＢ書式作成システム＞

・ハトサポ会員利用

ハトマーク会員

物件情報連動システム構築

促進
活動

消 費 者

＝
建協会

 
図 １－１ 物件情報連動システムの構築イメージ 
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２．ハトマークサイト及び Web 書式作成システムの現状 

２－１ ハトマークサイトとは  

（１）ハトマークサイトとは 

「ハトマークサイト」は、インターネットにより消費者向けに不動産物件情報を提供するシステムで

あり、宅建協会が運営する不動産物件情報サイトを全国統合（全宅連統合サイト）したものである。  

サイトの開設は平成 15年（2003 年）4月 1日、平成 26年（2014年）には大幅なリニューアルを行

った。 

 

（２）ハトマークサイトの状況 

１）宅建協会の参加方法 

宅建協会がハトマークサイトに参加する方式は以下のとおり。 

① ケース AB 

全宅連統合サイトのシステムを利用（ASP方式） 

※現在はケース Aとケース Bは統合し、ケース ABとして運用。 

【参考】ケース A（全宅連統合サイトのシステムのみ利用） 

ケース B（全宅連統合サイトに加え、各協会でも HPを持ち、宅建協会会員が登録した当該都道府県

所在物件の閲覧が可能） 

② ケース C 

宅建協会で独自に運営している物件情報サイトからデータのみ受信（FTP方式）。 

③ ケース AB＋C（併用） 

同一協会内でケース ABとケース Cを併用している方式。 

※ただし、1会員が利用できるのはどちらか 1システムだけというのが原則。 

 

 

２）ハトマークサイトの運営 

〔システム運営〕アットホーム株式会社 
〔ヘルプデスク〕アットホーム株式会社 
〔会員管理〕宅建協会事務局が会員管理（ID・PASS の管理等）を行っている。 
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３）ハトマークサイトの連携状況（俯瞰図） 

ハトマークサイトと関連する他ポータルサイト等との連携状況は以下のとおり。 
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２－２ Ｗeb 書式作成システムの状況 

Ｗeb書式作成システムは、令和 2年 8月より運用開始されており、契約書式作成数は令和 3年 2月

28日現在、売買書式 80，199 件、賃貸書式 36,674 件、総数 116,873件の利用、案件作成会員は 11,063

人となっている。 

本システムは全宅連ＨＰ内、会員業務支援サイト「ハトサポ」にログインすることで利用することが

できる。このＷeb書式作成システムで契約書等が作成されることで、成約データがデータベースに蓄

積されていくことになる。 

 

 
 

＜ＷＥＢ書式作成システム＞

データベース(DB)

・成約データ等蓄積

売買契約書 賃貸借契約書
 

出典：（公社）全国宅地建物取引業協会連合会 
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３．研究会における議論と論点 

３－１ 研究会設置の目的 

本会が運営するハトマークサイトでは、大規模災害時の被災者向け物件情報や不動産に係る賃料動向

等の統計情報を提供する等、消費者にとって有用な情報を提供し、一定の評価を得ているが、運用開

始から 17年が経過し、運用面、利用面、機能面での課題が指摘されていることは、昨年度設置し検討

された「ハトマークサイト等流通システムのあり方検討会（フェーズ１）」で示されたとおりである。

令和 2年度は、（フェーズ１）の検討で示された「フェーズ２で必ず検討すべきとされた論点」及び、

令和 2年 8月に運用を開始した「ハトマーク Web書式作成システム」により収集される成約データな

どの新たな不動産情報の活用方策等について、その方向性を示すために設置するものである。 

なお、本研究会が示す方向性の具体化にあたっては、所管する各委員会がこれを行う。 

 

３－２ 研究会開催内容 

（１）研究会委員構成 

本研究については、学識経験者を招いた研究会を組成し、計３回の議論を行った。 

 

＜不動産情報提供のあり方研究会 構成メンバー＞ 

 

《座  長》 

    庄 司 昌 彦      武蔵大学社会学部教授 

     

《委  員》 

    武 藤 祥 郎      東京大学大学院経済学研究科特任教授 

    千 振 和 雄（京都）  全宅連副会長  

    加 藤 龍 雄（福岡）  不動産総合研究所所長 

    飯 野 郁 男（東京）  情報提供委員会委員長 

    菅 尾  悟 （三重）  情報提供委員会副委員長 

    尾久土  治 （大阪）  情報提供委員会副委員長 

熊 谷 則 一      弁護士（第３回研究会）    

 

《協力機関》 

    株式会社 価値総合研究所 
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（２）研究会開催経緯 

第一回研究会 
日時：令和 2 年 10 月 7 日 13 時 30 分～15 時 30 分 
場所：全宅連会館会議室及び Web にて開催 
検討内容： 
１．【費用見直しを含めたハトマークサイト運営費の検討】 
２．【ハトマークサイト及び周辺施策の検討】 
   ・物件情報連動システムの構築 
３．【その他】 
   ・意見交換 
 
＜主な議論要旨＞ 

【費用見直しを含めたハトマークサイト運営費の検討】 

 運営業務手数料（固定費）の削減可能性の可否 

 1年後、2年後を見据えた新しい Web書式システムとの連携が重要 

 会員業務支援ツールとしての新システム構築が必要である 

 ４７協会が統一感をもったハトマークサイト構築が必要である 

 入口を 1つにし、ハトマークサイト経由での物件登録件数の確保を検討すべき 

 宅建協会の協力を得るには将来的な財政基盤を勘案して検討すべき 

 公益法人としてのハトマークサイト運営が重要 

 物件情報量の少なさの課題への対処方法 

 利用促進のカギは、会員業者の負担軽減と物件の回転数の増加である 

 行政との連携、協力による利用促進を図るべき 

 情報の登録と書式作成システムの使用の効果的連動策の検討 

 地域性の視点も考慮すべきである 

 

【ハトマークサイト及び周辺施策の検討】 

 物件登録と書式作成システムの連動、一本化方策の検討が必要 

 データや情報の流れを今後どうしていくかについての検討が必要 

 Web 書式作成システムの利便性向上を踏まえた議論が必要 

 

【その他】 

 Web 書式作成システムを活用した大手との対抗方策の検討 
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第二回研究会 
日時：令和 2 年 12 月 7 日 10 時～12 時 
場所：全宅連会館会議室及び Web にて開催 
検討内容： 
１．【第 1 回研究会における議論内容および決定事項について】 
２．【 Web 書式作成システムにより収集されたデータ（成約情報等）の活用方策について】 
３．【その他】 
   ・意見交換 
＜主な議論要旨＞ 

【第一回の議論を踏まえての意見（売買と賃貸を意識したシステムづくりについて）】 

 売買仲介では媒介契約から Web書式の入稿にハトサポから入り、ハトマークサイトに連動し

て容易に情報収集可能なオープンデータ（用途地域・建物情報等）がないので、情報収集が

課題 

 多くの管理戸数を持つ事業者は、既に自前で一貫したシステム保有 

 大手各社が保有する自前システムよりも、利便性向上が非常に重要 

 全宅連のハトマークサイトでは、費用無料をアピールし、データを皆で共有する意義が必要 

 賃貸は管理と直結。管理の標準化ということに向けて全宅連として考えることが必要 

 売買物件に限り、媒介契約ができるときに入稿システムを一緒にできるというところが望め

る。売買先行で考え次に賃貸をという二段構えで検討 

 売買と賃貸では仕事内容が違う。どちらか一本でやっていくということに対して疑問 

 ハトマークサイト○○という形で、レインズのように 4 ヶ所（エリア）に分け、さらに売買

と賃貸を分けて考える 

 今は窓口が別々に入ってきている。せめてそこの部分だけ統合 

 宅建協会の会員の戸数管理の実態や管理システムに関するニーズについて、多角的な面から

アンケート実施予定。管理戸数別に管理ソフトのニーズを把握していきたい 

 今後のテクノロジー進展の見極めが難しい。技術は日進月歩。全宅連は状況を把握して、課

題に対応していくという役目が重要 

 この賃貸データは非常に価値が高い 

 

【第一回の議論を踏まえての意見（機能分担について）】 

 国が策定した、オープンデータの利用も見定めていくと長く使えるものになる 

 国がつくるというのは、見た目は良いが、うまくいかないケースもある 

 データのつくり方のみを決めて、違うソフトを使っていても流通するように標準化するとい

うのも一方策 

 入口部分は共通で何らかのシステムをつくり、民間ソフトと組合せて使うという方法もある 

 

【Web書式作成システムにより収集されたデータ（成約情報等）の活用方策について】 

 データの活用にあたって、統計的なものには反対である。統計データとすることについては、

AI査定も含めて様々な参入がある 

 業界の常識はかなり高度になっており、専門性が必要な分野である。統計をつくることを全



 

 10 

宅連から委託したところが生業にしてしまうと、一気に時代遅れになることが危惧される 

 個人情報保護法との絡みというのは整理が必要 

 ハトマークサイトとレインズの関係性や位置づけは議論する必要がある 

 成約データはリアル情報であり宝である 

 データの活用について価格査定という形でデータを使うことがほとんどではないか 

 現場の知見と専門家の考えがマッチしたような議論ができれば意義がある 

 書式システムを使って仕事をしていく上で業務をよりよくするため、ログデータの利用も考

える必要がある。例えば、行政手続きのサイトでは、「利用者が何分かかって手続きしたな

どの情報」を、短くするにはどこを改善すればいいかという検討に繋がる 

 

【その他意見交換】 

 新しいデータベースをつくる考え方は、全宅連の中では、委員会の権限を越えた横断的な検

討事項である 

 ハトサポの中にハトマークの会員の物件の登録作成システムというような形の方策検討要 

 会員の希望は、安全な取引のために法改正に準拠した書式と物件の反響 

 ワンスオンリーには、あまり反対する人はいない。データの質もよくなるはずなので、大事

なポリシー 

 
 
第三回研究会 
日時：令和３年２月 24 日 10 時～12 時 
場所：全宅連会館会議室及び Web にて開催 
検討項目 
１．【第２回研究会における議論内容について】 
２．【 Web 書式作成システムにより収集されたデータ（成約情報等）の利活用に向けた課題と

方策について】 
３．【本研究会における報告書（案）について】 
４．【その他】 
   ・意見交換 
 
＜主な議論要旨＞ 

【 Web 書式作成システムにより収集されたデータ（成約情報等）の利活用に向けた

課題と方策について】 
※事務局から、「成約情報の利活用に向けた課題と方策の整理」として、「第三者提供の同意を

取る方法」、「オプトアウトによる第三者提供を行う方法」、「個人データの委託を受ける方法」

の比較表が提示され、それをもとに議論を行った。 
 一度作成したらそれを改善し続けていかないと、社会が変化に追いつかないということ

が、改めて認識されている。このテーマについても、一度議論すれば OK というもので

はない。様子を見ながら、どんどん議論をまた積み重ねてバージョンアップしていくと

いうようなやり方になるのではないか 



 

 11 

 全宅連が成約情報を得ていることと、全宅連がそれを外部に出すことをわけて考える必要が

ある 

 顧客から第三者提供の同意を得れば、全宅連が対外的にどのように利用するかを決めること

ができ、問題なく提供可能となる。委託方式の場合では、委託の範囲でしか利活用できない

という課題がある 

 委託に伴って提供された個人データを委託先が自社のために匿名加工情報に加工した上で利

用することはできない、また、複数の委託者から個人情報の委託を受けるような形式は認め

られない、という主旨の Q＆Aが更新されており、委託形式を採用する意味はないと思われる 

 統計データとして利用する場合には、まずは適法にデータを受理していることが前提となる

が、委託の中で統計データとして利用できるかは別の観点から考えなければならない 

 第三者提供か、委託かの整理は必要であるが、全宅連が何をしようとしているのかを決めて、

それから逆算して考える必要がある 

 うまく会員にアピールできる形にしたい。価格査定に使用することはイメージできるが、具

体的にどのように活用するかを決める必要がある。そこから逆算の必要がある 

 顧客の同意に関しては、売主、買主双方の同意が必要である 

 顧客の個人情報なので、同意を取るのは難しいかもしれない。会員会社が同意を取る際に、

第三者提供を行うというところまで同意を取れるかが問題だ。それができなければ、全宅連

は全宅連としてオプトアウトしておくという方法だろうか 

 レインズの登録を含め、一括して同意を取っておくのがよいのではないか 

 レインズでは専任媒介以上は法律上登録が義務付けられており、第三者提供についても、法

律上義務付けられているような第三者提供は本人の同意は不要という解釈だろう 

 全宅連に提供することに同意を得られたとしても、その先にどのように使われるかの同意を

得ることが必要なのではないか 

 合法的に情報を取得することとは別に、その後、ダイレクトメールが来たりなど、顧客に嫌

悪感を抱かせないようにすることが重要である。全宅連の名誉にかけて消費者に不愉快な思

いをさせるわけにはいかない 

 個人情報に関しては、詰めるところまで詰めた議論をする必要がある 

 情報については、ある程度自由度を持った利活用を行いたいので、その方法をあらかじめ考

えておくことが重要だ 

 仕事ができる環境を常に考えている。物件及びその情報は生鮮食品と同じ‘なまもの’であ

るという考え方が必要だ 

 媒介契約時に同意を取れば、同意が一気通貫できるのか、成約時に改めて同意を取るのかに

ついては、制度設計上の問題である 

 
【本研究会における報告書（案）について】 
 公益性の観点からも、このシステムを稼働させることにより、レインズの情報充実への寄与

や、不動産取引市場全体の透明性に寄与するという考え方を加筆したい 
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３－３ 論点整理 

（１）研究会での決議内容 

令和 2 年 10 月 7 日に開催された第一回研究会において、議論を進めるにあたっての前提となる、

下記の 2項目について議論を行い、下記に示す決議を得た。 

第二回研究会以降は、この決議結果を前提に議論を行った。 

 

①協議事項 

【経営資源の有効活用を踏まえ、他システム会社を含めた選定の見直しを行うことの可否につい

て。】 

＜前提＞ 

○システム会社選定にあたっては、担当委員会にて実績・機能・費用等、提案内容を含め議論を

行って頂く。 

○費用削減が見込める場合、削減した額を別途、新たなシステム開発費（新たな投資）として利

用する。 

■協議結果 

 他システム会社を含めた選定の見直しを行うことで可決決定。 

 

②協議事項 

【物件情報連動システム構築の可否について。】 

 

＜前提＞ 

○Ｗeb書式作成システムの安定稼働（要望等）が図られた後、物件情報連動 

 システムの具体的なスケジュール等を踏まえ担当委員会にて検討頂く。 

 

■協議結果 

 物件情報連動システムの構築を行うことで可決決定。 

 

 経営資源の有効活用を踏まえ、他システム会社を含めた選定の見直しを行うことの可否につ

いて議論し、システム会社選定にあたっては担当委員会にて実績、機能、費用等を、提案内

容を含め議論することとなった。 
 費用削減が見込める場合、削減したあと、別途新たなシステム開発費、新たな投資として利

用するということについて、物件情報連動システムの構築を進めていくことで可決決定とな

った。 
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（２）主な論点 

研究会では様々な議論が行われたが、ここでは大きな方向性を示す論点と、個別具体の論点にわ

けて整理を行う。 

 

１）大きな方向性の論点 

①公益性を意識した仕組みの構築 
全宅連という組織の性質及びハトマークサイトというシステムの性質を踏まえ、これから具体的

な検討を進める仕組みについては、常に公益性を意識する必要がある。 

宅地建物取引業は、常に消費者保護を重視することが必要であり、情報提供のあり方についても、

消費者の保護と利益につながる必要がある。 

具体的には、消費者が売買を行う際に、適正な価格の判断につながる価格査定の指標として提供

することなどが考えられる。 

また、不動産取引に関するデータの充実を図り、不動産取引市場の透明性に寄与することも重要

である。 

さらに、公益性という意味合いでは、公共性を持つ団体への何らかの貢献ができる仕組みも意識

することも考えられる。 

 

②収集された個人情報の提供のあり方 
現在のシステム運用により蓄積される情報は、個人情報に該当するものであり、その活用にあた

っては、個人情報保護法、宅地建物取引業法上の守秘義務に対して十分に留意する必要がある。 

データの利活用にあたっては、誰に対して提供するものか、どのような形態の情報を提供するか、

の両面から検討を進め、最も効果的な方法を導出することが望まれる。 

 

＜参考＞ 
個人情報保護法（15 条・16 条 1 項） 
（利用目的の特定） 
・第 15 条  個人情報取扱事業者は、個人情報を取り扱うに当たっては、その利用の目的 
  （以下「利用目的」という。）をできる限り特定しなければならない。  
２  個人情報取扱事業者は、利用目的を変更する場合には、変更前の利用目的と相当の関連性を有す

ると合理的に認められる範囲を超えて行ってはならない。  
（利用目的による制限） 
 ・第 16 条  個人情報取扱事業者は、あらかじめ本人の同意を得ないで、前条の規定により特定された

利用目的の達成に必要な範囲を超えて、個人情報を取り扱ってはならない。  
     ２ (略) 
   3（略） 
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＜参考＞ 
宅建業法（45 条、75 条の３） 
 第 45 条 （秘密を守る義務） 
 ・第 45 条 宅地建物取引業者は、正当な理由がある場合でなければ、その業務上取り扱ったことにつ

いて知り得た秘密を他に漏らしてはならない。宅地建物取引業を営まなくなった後であっても、また同

様とする。 
 第 75 条の３（宅地建物取引業者の使用人等の秘密を守る義務） 
 ・宅地建物取引業者の使用人その他の従業者は、正当な理由がある場合でなければ、宅地建物取引業

の業務を補助したことについて知り得た秘密を他に漏らしてはならない。宅地建物取引業者の使用人そ

の他の従業者でなくなった後であっても、また同様とする。    
 
宅建業法の解釈・運用の考え方（第 45 条関係）     
 法第 45 条及び第 75 条の３ の「正当な理由」について 
 ・法第 45 条及び第 75 条の３に規定する「正当な理由」としては、以下のようなものが考えられるが、

なお「正当な理由」に該当するか否かは、個別具体の事例において判断する必要があると考えられる。 
（１）法律上秘密事項を告げる義務がある場合 
 裁判の証人として証言を求められたとき、税務署等の職員から質問検査権の規定に基づき質問を受け

たとき等が挙げられる。 
（２）取引の相手方に真実を告げなければならない場合取引事例を顧客や他の宅地建物取引業者に提示
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することは、宅地建物取引業者が法第 34 条の２第２項の規定による義務を果たすため必要な限度にお

いて「正当な理由」に該当する。 
なお、法第 47 条は宅地建物取引業者に対し、宅地又は建物の売買、交換若しくは賃借の契約の締結に

ついて勧誘をするに際し、又はその契約の申込みの撤回若しくは解除若しくは宅地建物取引業に関する

取引により生じた債権の行使を妨げるため、同条第１号イからニのいずれかに該当する事項について故

意に事実を告げなかったり、又は不実のことを告げる行為を禁止しているが、これは取引の関係者に対

して取引上重要なことであれば真実を言う義務があることを示したものである。 
（３）依頼者本人の承諾があった場合 
  依頼者本人の承諾があった場合は、依頼者の利益を故意に損なうことがないので守秘義務の対象外

である。 
（４）他の法令に基づく事務のための資料として提供する場合 
  地価公示法第２条に規定する標準値の価格の判定及び国土利用計画法施行令第9条に規定する基準

地の標準価格の判定のための資料として、そのための鑑定評価を担当する不動産鑑定士又は不動産鑑定

士補に不動産取引事例を提供する場合が挙げられる。  
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２）個別具体の論点 

①売買情報と賃貸情報の扱い 
媒介の行為を通してデータを収集する本システムの性質上、売買のデータは集まりやすいが、

賃貸情報は集まりにくいという性質がある。 

一方、不動産取引を取り巻く環境として、賃貸データへのニーズも高まっており、賃貸データ

の蓄積においては、全宅連会員がその主要なプレイヤーになることも期待される。 

これについては、誰に対して、どのようなデータを提供するのか本質的な議論も踏まえ、デー

タの収集方法を検討してくことが必要となる。 

 

②レインズとの連携 
現状の取引実務においては、一部地域を除いて全宅連・宅建協会運営のサイトへの情報提供より

も、レインズへ直接入稿する方法が優先され、団体運営サイトに物件情報が蓄積されない要因と

なっている。 

ハトマーク Web書式作成システムとハトマークサイトの連携を検討する上で、物件情報収集の入

口について、レインズへの出稿とハトマークサイトへの出稿に係る効果的な連動方策を検討し、

新しいハトマークサイトに多くの物件情報が提供される仕組みの構築が必要となる。 

また、今後のレインズの機能や情報提供方策の検討も踏まえて、全宅連・宅建協会における物件

情報提供のあり方も検討する必要がある。 

 

③具体的な情報提供の方法 
前述したように、公益性を担保した情報提供を行うことが必要となるが、収集された情報は全

宅連の価値ある宝であり、システムの持続的運営のためにも、データを用いたマネタイズを意識

することも考えられる。具体的には民間事業者等との提携によるデータの有効活用などが考えら

れる。 

 

④技術の進化を意識 
現在、ＡＩを用いた価格査定など、様々な事業者が参入しており、その技術も日進月歩である。

上記③とも関連するが、得られた情報を統計処理を行い提供を行う際、価値あるデータとして維

持していくためには、技術の進化にも対応していく必要がある。 

 

⑤ワンスオンリーの考え方 
不動産取引は、他の財の取引と比較して、取引が完了するまでに多くの工程があり、多くのプ

レイヤーが関与する。これが情報を集約・収集する際の一つのボトルネックにもなっている。 

このことも踏まえ、必要に応じて、行政や関連組織との連携も視野に入れ、一度の作業で情報

が蓄積される仕組みづくりを検討することが望まれる。 

 

⑥今後の検討体制について 
本研究会での検討内容を具体的に詰めていく際には、全宅連内部の各委員会とも関係する検討

項目があり、また弁護士などの専門家を交えた検討を行う必要もある。 
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３－４ 今後の検討課題 

今後、検討を進めるにあたっては、まずは、上述した大きな２つの論点について議論を行う必要があ

る。 

 

（１）大きな方向性の論点における課題 

１）公益性を意識した仕組みの構築について 

公益性の観点では、消費者保護は大前提の課題となる。情報の取得と外部提供を合法的に行うこ

とはもちろんのことだが、それだけでなく、消費者に嫌悪感を抱かれない制度設計を行うことが

重要となる。 

そのためにも、情報の活用方法を具体的に定め、その活用に必要となる情報の取得方法の検討を

行う必要がある。情報の取得に関しては、レインズ等との連携を意識し、消費者の理解のもと、

消費者に負担をかけない円滑な方法を検討する必要がある。 

また、得られた情報は、レインズのマーケット情報等と同様に、不動産取引市場の透明性に寄与

できる活用方法を検討することが望まれる。 

 

 合法性だけではなく、消費者に嫌悪感を抱かれない情報取得活用の制度設計 
 不動産取引市場の透明性に寄与できる情報の活用 

 

２）収集された個人情報の提供のあり方 

上記した情報取得活用の制度設計を行うにあたっては、まずは得られた情報を誰に対して、どの

ような形態で提供するのか、といった情報の活用方法を定める必要があり、次にその活用方法を

充足できる情報取得の方法を検討するステップとなる。 

情報の取得方法については、「第三者の提供を受ける方法」、「オプトアウトによる第三者提供

を行う方法」、「個人データの委託を受ける方法」の３つの方法について検討を行った。 

現時点では、価格査定情報として活用することが想定されているが、そのためには限りなく個々

の物件取引情報として活用することが望ましく、匿名加工情報としての利活用が想定される。こ

の場合、委託方式では、個人情報保護法の観点から、委託を受けた全宅連が匿名加工情報として

利用することは困難と考えられるため、売主・買主からの第三者提供を受ける、またはオプトア

ウト方式の採用を検討する必要がある（詳細は次ページ参照）。 

一方、統計データとしての活用も候補としてあがっているが、これについては、委託方式での対

応も考えられるが、委託内容として統計加工が可能かについては、別途検討を要する。 

いずれにしても、制度全体の設計を行うにあたって、まずは、上記した公益性を重視し、情報の

具体的な利活用のイメージを検討し、それを実現するための情報取得方法を検討する必要がある。 

 

 制度設計を行うにあたって、まずは情報の具体的な利活用イメージを検討 
 次に、その利活用を実現できる情報取得方法を検討 
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 （1）第三者提供の同意を得る方法 （2）オプトアウトによる第三者提供を行う方法 （3）個人データの委託を受ける方法

①会員が顧客から、さらに②全宅連が会員から、何らかの形で
成約情報を含む個人情報を第三者に提供することの同意を得る
方法。
《同意を得る方法（案）》
①Web書式作成システムの利用時に、同意を取り付ける（利用の
都度チェック、又は初回利用時に同意にチェック）
②会員各社と同意書を締結する

①会員自身が、さらに②全宅連が、①一定の事項につき、②あ
らかじめ本人に通知し、又は本人が容易に知りうる状態に置
き、③個人情報保護委員会に届け出る方法。
あらかじめ本人の同意を得なくても、「個人データ」(注)を第三
者に提供することが認めれる（個人情報保護法(以下「法」)23条2
項）

(注)個人情報データベース等の中の個人情報をいう（法2条6項）

会員から個人データの委託を受ける方法。
利用目的の達成に必要な範囲内において、個人データの取扱い
に関する業務の全部又は一部を委託することに伴い、当該個人
データが提供される場合には、当該提供先は第三者に該当しな
い（法23条5項）。
会員の現状のシステム利用は個人データの委託と整理できる。

この方法は、成約情報の利活用方策としては理想的。
ただし、同意を取り付ける作業のハードルが高い。容易に同意
を取り付ける方法があれば有力な選択肢。

この方法は、あらかじめ本人の同意がなくても第三者提供が可
能である点で優位性があるが、本人の求めに応じて第三者への
提供を停止することが必要である等、様々な制約があるため、
慎重な検討が必要。

この方法は、個人データの提供にあたり、本人の同意やオプト
アウトを行う必要がないため、有力な選択肢。
ただし、委託の範囲内でしか個人データを利用することが困難
なため、どこまでを委託の範囲となし得るかにより、成約情報
の利活用の可否が決まる。
※受託者（全宅連）に情報漏えい等があった場合、委託者（会員）責任
を問われる可能性あり。

成約情報の利用の自由度が高く、もっともニーズが高いと思わ
れる価格査定への利活用も現実味あり。

成約情報の利用の自由度が高く、もっともニーズが高いと思わ
れる価格査定への利活用も現実味あり。

成約情報の利用は、委託の範囲に限定されるため、自由度が高
いとはいえない。
委託を受けた個人データを「匿名加工情報」(注)として利活用す
る方法が考えられるが、その場合、会員や非会員にどのような
情報を提供できるか、また、委託を受けた個人データを匿名加
工情報に変換することへの同意の要否、及び同意の取得方法に
ついてもあわせて精査が必要。

(注)個人情報に含まれる記述等の一部を削除し、又は個人識別符号（個
人番号や免許証番号等）の全部を削除するなどして、特定の個人を識別
することができないように個人情報を加工して得られる個人情報であっ
て、当該個人情報を復元できないようにしたものをいう（法2条9項）

　※(2)の「オプトアウトによる第三者提供を行う方法」は困難と考える。

　※いずれの方法によっても、情報漏えいリスクを低減させる仕組み及び情報管理ルール等の構築が必須。

５．システム的な配慮

６．まとめ

【方策案1-2（個人データの委託を受ける方法）】（Web書式作成システム上で）会員から個人データの委託を受け、匿名加工情報として利用できる範囲で成約情報を利活用する。

【方策案1-1（第三者提供の同意を得る方法）】簡易な方法で第三者提供の同意を得た上で、価格査定や市況データ等に利活用する。

【方策案2】個人情報保護法に抵触しないよう、(1)～(3)の方法によらず‘統計データ’として利活用する。

成約情報の提供先は、会員向け、非会員向けとも同程度の配慮が必要であり、会員向けならば制限を緩和できるという性質のものではない。

万一、個人と物件情報が紐づいたまま情報が漏えいしてしまった場合、運営主体の責任を問われることは不可避。
例えば、Web書式作成システムとは別個に公表用システムを用意し、氏名と物件情報が結び付けられない（個人情報を復元できない）状態で公表する等、個人情報漏えいへのシステム的な配慮
が必須。

(第三回研究会資料）　個人情報保護法を踏まえた成約情報の利活用パターン

２．利活用方法の考察

３．利活用の自由度

４．情報の提供先
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（２）個別具体の論点における課題 

①売買情報と賃貸情報の扱い 
現時点でも、売買データが先行して蓄積されている状況である。 

しかし、論点整理でも述べたように、不動産取引を取り巻く環境として、賃貸データへのニー

ズも高まっており、賃貸データの蓄積においては、全宅連会員がその主要なプレイヤーになるこ

とも期待される。 

これについては、（１）２）でも触れたように、情報の利活用のイメージを検討する中で、引

き続きの検討課題とする。 

 

②レインズとの連携 
レインズの連携に関しては、情報取得を円滑にするための連携と、不動産市場の透明性に寄与す

る情報蓄積の連携の２つの側面がある。 

前者については、情報取得の制度設計の中で検討を行い、後者については、公益性の観点を踏ま

えた情報の利活用の中で検討を行うことになる。 

いずれにしてもレインズとの連携は、本システムの運用にあたって検討すべき課題となる。 

 

③具体的な情報提供の方法 
情報の提供の方法については、どのような情報を提供するかという課題と一体的に検討を行う

必要のある課題となる。 

まずは公益性を確保することが前提となるが、論点整理でも述べたように、収集された情報は

全宅連の価値ある宝であるため、外部への販売など、収益化を図る提供方法も引き続きの検討課

題である。 

 

④技術の進化を意識 
現時点では、個々の物件情報（匿名加工情報）としての提供以外に、統計処理をした形で提供

を行う方法も候補としてあがっている。 

個々の物件情報であれば、その情報自体に価値があるが、統計処理を行う場合には、処理の仕

方にもよるが、一定の技術が投入される。 

その技術は、日進月歩なため、投入された技術が陳腐化しないように、常にアップデートを意

識する必要がある。 

 

⑤ワンスオンリーの考え方 
この論点は、情報蓄積の円滑性の観点だけでなく、情報取得時における消費者負担の軽減や不

信感の回避、さらにはレインズとの連携による厚みのある情報蓄積という公益的な観点からも重

要な論点であり、会員負担の軽減の意味からも制度設計上においても重要な意味を持つ。 

まずは、どのような情報を誰に対して提供するのかを定め、それに応じた情報取得のテクニカ

ルな手法を定め、次に、②で示したレインズとの連携を意識し、ワンスオンリーの考え方に基づ

き、情報取得・蓄積の手順について定めていく必要がある。 

 

⑥今後の検討体制について 
本研究会は、本年度で終了となるが、本研究会で議論された論点や課題については、各専門委
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員会に引き継がれ、詳細の議論が行われることになる。 

その際は、各委員会での議論が孤立して進まないよう、常に情報を共有しながら連携体制のも

とに進めていく必要がある。 

 

 

３－５ まとめ 

本研究会は、令和元年度（昨年度）に組成され、今年度は昨年度研究会での引継ぎ事項について議論

が行われた。 

今年度では、本検討を進めることの決議を取り、公益性と共益性の両面から多角的な議論を行ってき

た。具体的には、費用の見直しを含めたハトマークサイトの運営費について検討を行い、システムベ

ンダーの選定や WEB書式作成システムとの連動による物件情報連動システムの構築について結論を出

した。 

また、物件情報連動システムにより得られたデータの活用についても議論を行った。単年度では具体

的な制度設計には至らなかったが、本システムを稼働させるにあたっての具体的な論点と課題につい

ては、明らかにすることができた。 

今後は、下図に示すように、まずは、情報の利活用のあり方について、どのような情報を誰に提供す

るのかを定めたうえで、それをできる限り可能とするための情報取得の方法について議論を行うこと

が必要となる。 

さらには、情報取得のプロセスについて、公益性の観点からもワンスオンリーの考え方に基づき、レ

インズとの連携を意識した制度設計を行う必要がある。 

 

情報の利活用の
あり方を検討

・どのような情
報を
・誰に提供する
か

情報取得の方法を
検討

・どのような取得
方法であれば、
望ましい利活用
が実現できるか

・第三者提供の同意
・オプトアウト
・会員からの委託

ワンスオンリーに
よるプロセス検討

・レインズとの連
携を意識し、情
報の入手・蓄積
までのプロセス
を検討
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参考 不動産取引情報の提供事例 

 

土地総合情報システム（国土交通省） 
 
○不動産の取引価格及び地価公示・都道府県地価調査に関する情報を検索・閲覧 
 できる国土交通省の Web サイト。2006 年運用開始。 
 情報提供取引件数 全国 345 万件。 
○不動産の取引当事者を対象にアンケート調査を実施。 
 ・物件が容易に特定できないよう加工したうえで公表。 
 ・土地所在地の住所、地図、航空写真から検索可  
＜公開情報＞ 
○取引総額 ○面積 ○土地の形状 ○前面道路 ○都市計画制限 
○取引時期 等 
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出典：国土交通省ＨＰ 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
レインズによる情報提供 
 
レインズでは、登録された物件情報について、REINS Market Informsation として下図に示すような

情報提供を行っている。 
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